
 第１章　計画の基本的事項　  第２章　高齢者を取り巻く状況　

　令和３年度～令和５年度

　

現状値 目標値

14,852人 20,000人

14市町村 全市町村

13,689人 算定中

14.8% 13.8%

68人 80人

－ 17市町村

12市町村 全市町村

24市町村 全市町村

91.4% 100%

　

全市町村　「成年後見制度利用促進基本計画」を作成する市町村数 ３市

人生会議（アドバンス・ケア・プランニング（ACP））の普及啓発
に取り組む市町村数

地域包括支援センターの夜間・早朝又は平日以外の窓口を
設置する市町村数

 Ⅲ 高齢期を生きることを考える機会の創出と家族等への支援

　（1）自分らしい暮らしについて考えることや
　　　　　　　　　　　　　家族等とのコミュニケーション

・核家族や単身世帯が増え、老いや人生の最終段階について考える機会が減少
・人生の節目で、自分らしい暮らしを考え、家族等とコミュニケーションを図る機会を
  設けることが必要

・本人の希望を考え、尊重するための意識の醸成

　（2） 高齢者や家族等の安心に向けた支援の充実
・介護を担う家族には、心理的負担感や孤立感がある
・家族等介護者の生活の継続のための相談支援や情報提供が必要

・家族等を支える相談支援体制の強化や情報提供の充実

 Ⅳ 介護給付適正化の推進
・給付費は年々増加し、保険料も上昇傾向
・高齢化が進展する中、必要な者に必要なサービスが適切に提供されるよう、
  介護給付適正化の取組を推進することが必要

・介護給付適正化の推進
市町村における適正化事業３事業(要介護認定の適正化・
ケアプラン点検・縦覧点検・医療情報との突合)の実施率

★重点項目

保険者機能強化推進交付金の全国平均得点以上を
獲得した市町村数

15市町村

 Ⅱ 認知症施策の推進　★
・認知症高齢者は高齢者人口全体の11.4％、今後も増加が見込まれる
・認知症の方やその家族が安心して生活できる地域づくりが必要

・適切な医療・介護サービスが受けられる体制の推進
・医療・介護サービスを担う人材の育成及び確保
・認知症の人にやさしい地域づくりの推進　　　　　・認知症の予防の取組の推進
・若年性認知症への支援体制の充実

認知症サポート医数

チームオレンジを設置する市町村数

　（８）高齢者の尊厳の保持と安全の確保
・高齢者が虐待や事件等の被害者となる事例が多い
・最期まで個人として尊重される支援が必要
・近年頻発している災害への対応や感染症対策も喫緊の課題

・高齢者の権利擁護と虐待防止の推進　　　・地域における見守り体制の充実・強化
・高齢者の安全・防犯対策の取組の推進
・災害時における要配慮者への支援　　　　　・感染症対策の強化

21市町村

24.9% 27.5%

　（6）多様な主体がともに支え合う
　　　　　　　　　　　　　　　地域共生社会の実現

・平均寿命の延伸や、単身高齢者、高齢者夫婦世帯、認知症高齢者など、
  地域の中で支援を必要とする者が増加
・一人ひとりが主体となって、支える側、支えられる側という立場を超えてつながり、
  互いに支え合う地域コミュニティが必要

・多様な主体による生活支援・介護予防サービス等の提供の推進
・豊かな地域コミュニティのための多様な担い手の育成
・地域共生社会の実現に向けた市町村支援

総合事業において､住民主体のサービスを実施する市町村数 ７市町村 14市町村

　（5）医療と介護の連携の推進
・医療と介護の両方のニーズを有する高齢者が増加
・介護・医療の体制の整備や、効果的な市町村支援が必要

・多職種連携による在宅医療・介護連係の推進
・在宅医療・介護を担う人材の確保・養成の推進
・最後まで自分らしく暮らすための医療・介護連携の推進

在宅（自宅・老健・介護医療院・老人ホーム）死亡率

　（7）保険者機能の強化に向けた市町村支援
・各地域で高齢化の状況は異なり、介護予防等の取組に地域差が存在
・市町村がそれぞれPDCAサイクルを活用し、取組の改善を行うことが必要

・PDCAサイクルや交付金を活用した市町村支援
・地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化

・入所の必要性の高い者が待機している状況にあり、介護待機者ゼロ社会の実現に
  向けた施設整備が必要
・在宅生活を支えるサービスの充実や、高齢者が安心して暮らすことのできる
  住まいの確保が必要

・介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備の推進
・住み慣れた地域で生活を支える介護サービス提供体制の構築
・安心して暮らすことができる高齢者の住まいの確保
・介護サービスの質の確保及び向上

（施設整備計画により設定）

　（4）介護人材の確保・定着、資質向上 ★
・恒常的に不足感があり、今後生産年齢人口の減少による担い手不足が見込まれる
・介護職員のやりがいや業界全体のレベルアップのため、人材育成等の取組の「見える化」
  が必要

・介護人材の確保・定着と労働環境の改善
・介護人材の資質向上の推進　　　　　・介護の仕事の魅力ややりがいの発信
・外国人介護人材の受入支援　　　　　・介護現場の革新に向けた支援

県内介護施設等に従事する介護職員数

県内介護職員の離職率

 Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進　～地域共生社会の実現を目指して～

　（1）高齢者の社会参加と地域づくりの推進
・生涯現役で活躍するためには、役割や生きがいをもち、楽しみを感じながら
  社会参加することが必要
・高齢者の多様な興味関心への配慮とともに移動手段の確保も課題

・高齢者の知識、経験、技能の活用による生きがいづくり
・高齢者の地域貢献活動や生きがい就労の推進
・生きがいづくりと生涯学習、文化活動の促進　　・社会参加に向けた移動への支援

ことぶきマスター人材バンク登録者数 137 150

　（2）介護予防・健康づくりの推進 ★

数値目標

・生産年齢人口が減少する中、高齢者が知識や経験を生かして活躍するためには
  健康寿命の延伸が重要
・介護予防活動等を通じた社会参加による地域づくりが必要

・フレイル予防の推進
・介護予防・健康づくりと地域づくりの推進
・専門職の関与による介護予防の推進

介護予防に資する「通いの場」への参加人数

フレイル予防を実践する市町村数

　（3）介護待機者ゼロ社会の実現に向けた
　　　　　施設整備と在宅生活を支えるサービスの充実

 第３章　基本目標と施策の展開 本県における現状と課題 施策の方向

R2： 県人口 822,718人

健 康 長 寿 や ま な し プ ラ ン 概 要 版（案）

※二次医療圏と一致

※高齢者人口 249,709人

※高齢化率 30.4％

■介護保険の状況 ■特別養護老人ホームの整備状況（R２年度末見込） ■介護人材の状況等

※高齢者人口 266,018人

※高齢化率 41.4％

高齢者が役割をもち、生きがいを感じながら、自分らしい暮らしを続けられる社会の実現を目指します

そのため、介護予防や健康づくりを推進し、高齢者が社会参加できる環境を整えます

また、入所の必要性が高い方が速やかに入所できるよう、介護待機者ゼロ社会の実現に向けて取り組むとともに、高齢者を支える介護人材等の確保・定着と資質の向上を図ります

更に、認知症に対する理解を促進するとともに、本人やその家族の意思を尊重した支援が提供される地域づくりを推進します

総人口が減少し、高齢者の増加と生産年齢人口の減少が

見込まれる中、令和7年（2025年）とその先の令和22年（2040

年）を見据えて、現状と課題を整理し、県が今後3年間におい

て取り組むべきことを明らかにするために策定するもの。

■ 計画の位置付け
老人福祉計画（老人福祉法第20条の9）と介護保険事業支

援計画（介護保険法第118条）を一体のものとして策定する

本県の高齢者福祉施策の総合的指針であり、「山梨県総合

計画」の部門計画。

■ 計画の策定と進行管理

「山梨県地域包括ケア推進会議」及びパブリックコメントによる

意見を反映して策定。また、進捗状況を毎年同会議に報告

し、PDCAサイクルを活用して進捗管理。

R22： 県推計人口 641,932人

中北圏域

峡東圏域

峡南圏域

富士・東部圏域

基本目標
高齢者が自分らしくいきいきと暮らし続けられる

「健康長寿やまなし」の推進

※介護分野職種の有効求人倍率は3.85倍（R2.10月現在）
※性・年齢調整後の要介護認定率は全国で最も低い（R1：14.6％）

前期高齢者, 

118,445人, 14%

後期高齢者, 

131,264人, 16%

高齢者以外, 

573,009人, 70%

前期高齢者, 

106,653人, 17%
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高齢者に占める在宅ひとり暮らしの割合

在宅ひとり暮らし高齢者数 その他高齢者数 割合

■本県の高齢者の状況■計画策定の趣旨 ■計画の期間

■高齢者福祉圏域

区分 地域密着型 広域型 合計

定員 1,661人 3,511人 5,172人

第１号被保険者数 249,127 人 R1年度末

要介護（支援）認定者数 39,685 人 R1年度末

総給付費 71,642 百万円 R1年度末

18,363人 18,982人 20,190人 20,671人 21,134人

7,426人 7,493人 7,552人 7,501人 7,280人

0人

10,000人

20,000人

30,000人

H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2

認知症高齢者の状況（在宅・施設）

在宅 施設

実績（R1） 需要見込み（R7）

13,689人 算定中



◆ 要介護（支援）認定者数（65歳以上）の見込み

　　◆ 高齢者数の見込み

　　◆ 介護サービスの利用見込量（抜粋）

　　（年間）

◆施設・居住系サービス及び在宅系サービス整備計画

※ 混合型特定施設の令和2年度末（見込）及び必要入所（定員）総数は、特定施設入居者生活介護を利用すると見込まれる推定利用定員であり、
　　（　）の母体施設の総定員数の70％とした。
※ 混合型特定施設は養護老人ホームにおける床数を含まない。
（注）  介護医療院の数値は、介護療養型医療施設等からの転換以外の数値。

計画期間中の施設整備計画等

各市町村では、高齢者数の推移や、サービス利用実

績の伸び、地域医療構想で推計した令和7年における

追加的需要等をもとに、地域における今後の在宅サービ

ス、施設サービスの充実の方向性を勘案して、計画期間

（令和３年度～５年度）におけるサービス見込量を推計し

ました。

県では、市町村推計を踏まえ、県全体のサービスを明

らかにし、施設・居住系サービス及び在宅系サービスにつ

いては、整備計画に沿って整備を進めます。

◇計画期間中の見込み
全県では増加傾向にあり、３年間に1.8％の増加が見込まれます。

特に、後期高齢者（75歳以上）は、7.0％の増加が見込まれます。

◇長期的な推計（令和２２年度）
全県では増加傾向にあり、3.7％の増加が見込まれます。

特に、後期高齢者は、14.3％の増加が見込まれます。

◇計画期間中の見込み

全県では増加傾向にあり、一部の地域では減少に転じる見込みです。

◇長期的な推計（令和２２年度）

全県では増加傾向にあり、認定率の上昇割合も高くなる見込みです。

第７期期間中（平成30～令和２年度）のサービスの利用実績や要介護（要支援）認定率等を踏まえ、各市町村において、

今後取り組む施策の方向性や制度改正の影響を加味して、今後の介護サービスの利用見込量を推計し、県で集計。

R3年度 R4年度 R5年度

介護老人福祉施設
　　(特別養護老人ホーム）

3,511人 3,581人 3,621人 3,658人

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　　(小規模の特別養護老人ホーム）

1,661人 1,661人 1,748人 1,835人

介護老人保健施設 2,819人

介護医療院（注） 114人

介護療養型医療施設
　　(医療機関の療養病床のうち介護保険適用部分）

26人

認知症対応型共同生活介護
　　(認知症グループホーム)

1,139人 1,139人 1,193人 1,193人

介護専用型特定施設入居者生活介護
　　(介護専用型の介護付有料老人ホーム）

43人 43人 83人 118人

地域密着型特定施設入居者生活介護
　　(小規模の介護付有料老人ホーム）

131人 131人 151人 172人

混合型特定施設入居者生活介護
　　(介護専用型以外の介護付有料老人ホーム）

297人
（430人）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 8事業所 10事業所 11事業所 12事業所

小規模多機能型居宅介護 29事業所 30事業所 31事業所 32事業所

看護小規模多機能型居宅介護（旧複合型サービス） 5事業所 5事業所 8事業所 10事業所

サービス種別
R2年度末

見込

必要入所（定員）総数・事業所数

施
設
サ
ー

ビ
ス

居
住
系
サ
ー

ビ
ス

在
宅
系
サ
ー

ビ
ス

（単位：人）

実績

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R7年度 R22年度

39,665 40,115 40,707 41,256 42,155 47,657

要支援計 5,770 5,822 5,892 5,956 6,050 6,395

要支援1 1,900 1,896 1,918 1,941 1,972 2,023

要支援2 3,870 3,926 3,974 4,015 4,078 4,372

要介護計 33,895 34,293 34,815 35,300 36,105 41,262

要介護1 7,139 7,206 7,327 7,447 7,638 8,746

要介護2 8,959 9,076 9,194 9,311 9,479 10,711

要介護3 8,159 8,308 8,469 8,603 8,828 10,224

要介護4 5,876 5,901 5,979 6,047 6,183 7,115

要介護5 3,762 3,802 3,846 3,892 3,977 4,466

15.8% 15.9% 16.1% 16.2% 16.5% 18.4%

※令和2年度は介護保険事業状況報告（令和2年10月月報）の値。令和3～22年度は各年度の市町村推計値の集計値。

認定率

総数

推計

単位 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
伸び率

※１
R7年度

伸び率
※２

R22年度
伸び率

※２

（１）居宅サービス

訪問介護 回数（回） 1,308,337 1,342,225 1,364,350 1,378,262 104.1% 1,375,934 105.2% 1,564,000 119.5%

訪問入浴介護 回数（回） 28,363 28,621 28,969 29,237 102.0% 29,347 103.5% 33,823 119.3%

訪問看護 回数（回） 199,873 211,321 216,996 220,718 108.2% 221,908 111.0% 258,480 129.3%

訪問リハビリテーション 回数（回） 172,050 173,676 176,760 179,132 102.6% 179,875 104.5% 206,106 119.8%

居宅療養管理指導 人数（人） 28,620 30,516 30,900 31,464 108.2% 31,440 109.9% 35,784 125.0%

通所介護 回数（回） 1,234,127 1,286,642 1,311,911 1,329,197 106.1% 1,351,670 109.5% 1,553,748 125.9%

通所リハビリテーション 回数（回） 270,893 284,572 287,748 292,544 106.4% 294,666 108.8% 332,392 122.7%

短期入所生活介護 日数（日） 702,235 705,748 718,177 718,709 101.7% 725,363 103.3% 829,376 118.1%

短期入所療養介護（老健） 日数（日） 12,223 14,052 15,036 15,846 122.5% 15,167 124.1% 17,810 145.7%

短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 13,096 13,734 13,717 13,824 105.1% 14,069 107.4% 17,026 130.0%

短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

福祉用具貸与 人数（人） 154,884 159,432 163,152 166,620 105.3% 168,144 108.6% 193,692 125.1%

特定福祉用具購入費 人数（人） 2,964 2,700 2,760 2,796 92.8% 2,832 95.5% 3,192 107.7%

住宅改修費 人数（人） 1,572 1,512 1,536 1,608 98.7% 1,620 103.1% 1,848 117.6%

特定施設入居者生活介護 人数（人） 4,656 5,112 5,664 6,036 120.4% 6,540 140.5% 6,996 150.3%

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 1,920 2,160 2,592 2,808 131.3% 2,904 151.3% 3,600 187.5%

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型通所介護 回数（回） 560,820 572,971 584,098 587,959 103.7% 595,630 106.2% 680,778 121.4%

認知症対応型通所介護 回数（回） 38,968 42,019 44,830 46,013 113.7% 46,463 119.2% 51,917 133.2%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 6,168 6,948 7,032 7,536 116.3% 7,572 122.8% 8,376 135.8%

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 12,252 13,140 13,728 13,764 110.5% 14,064 114.8% 15,192 124.0%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 1,272 1,416 1,668 1,668 124.5% 1,680 132.1% 1,824 143.4%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 19,032 20,052 20,748 21,912 109.8% 23,100 121.4% 25,524 134.1%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 660 1,440 2,280 2,904 334.5% 3,084 467.3% 3,456 523.6%

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 43,092 44,136 45,144 45,708 104.4% 47,604 110.5% 53,124 123.3%

介護老人保健施設 人数（人） 34,008 34,200 34,452 34,644 101.2% 35,796 105.3% 40,272 118.4%

介護医療院 人数（人） 1,608 2,016 2,856 3,000 163.2% 3,708 230.6% 3,624 225.4%

介護療養型医療施設 人数（人） 540 576 420 288 79.3%

（４）居宅介護支援 人数（人） 248,796 251,124 254,940 258,480 102.4% 260,952 104.9% 298,896 120.1%

※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7（22）年度の値/令和2年度の値*100

介
護
サ
ー

ビ
ス
見
込
量

（単位：人）

実績

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R7年度 R22年度

249,709 252,552 253,338 254,213 255,006 258,922

65歳以上75歳未満 118,445 120,562 117,345 113,792 106,899 108,886

75歳以上 131,264 131,990 135,993 140,421 148,107 150,036

   高齢者数

推計

※　令和２年度は高齢者福祉基礎調査調査結果　　　令和３～22年度は市町村推計値の集計


